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研究成果の概要（和文）：本研究は、製造企業のものづくり活動を、時間サイクルという視点から整理、分析を
試みたものである。近年のビジネス環境においては、あらゆる側面でスピードが重要視されている。しかし本研
究で示したのは、ものづくりにおける長い時間サイクルを活用し競争力に結びつけている企業のケースである。
今日の企業間競争を考えるうえで、表層的で目に見えやすく、かつ速いものづくりサイクルの側面にのみ注目し
ていては、企業の競争力の実態を明らかにできない可能性を示した。

研究成果の概要（英文）：This research tried to analyze activities of manufacturing companies from 
the viewpoint of time-based competitiveness. In the business environment in recent years, “Speed” 
is regarded as important in every aspect. However, what we showed in this research is the case 
studies of companies that utilize long cycle-time in manufacturing and get competitiveness. In view 
of today's intercompany competition, we have to pay attention not only to aspects of the surface, 
visible and fast manufacturing cycles, but also to the behind, invisible and slow manufacturing 
cycles.

研究分野：生産管理論

キーワード： 時間サイクルと競争力　ものづくり
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 今日の企業間競争（市場競争）の特徴を表
す際、「スピード経営」という言葉が踊るこ
とが多い。意思決定の速さ、ものづくりのサ
イクル、商品投入サイクル、移りゆく市場へ
の即応等、企業経営のあらゆる局面でスピー
ドを高めることにより競争優位が生まれる
という主張である。とりわけ、ムーアの法則
といった言葉にも代表されるように、半導体
やインターネット、情報技術（ICT）の進化
速度が著しく高い今日、それに比例するよう
にスピード経営への注目度が加速している
ように思われる。こういった傾向は、新聞や
雑誌等の世間一般に流布する論説のみなら
ず、学術的な研究においても数多く確認でき
る（Eisenhardt[1989]、Stalk/Hout[1990] 、
Goldman/Nagel/Preiss[1995]など）。 
 
２．研究の目的 
 しかし本当に、あらゆる企業経営活動をス
ピードアップすることが全て競争優位に繋
がるのだろうか？ここに本研究の問題意識
がある。もちろん、スピード経営の有効性を
否定するものではないが、我々がここで重視
するのは、長短の時間サイクルの区別とその
関係性である。 
 現実には、企業活動における時間サイクル
は、決して 1つの時間サイクルのみで捉えら
れるものではなく、複数の時間サイクルが共
存し共鳴している（Chung[1999]、井上
[1998]）。業務ごとに流れる時間サイクルも異
なり、同じ業務内でも様々な時間サイクルが
混在している。したがって、一様にスピード
アップという切り口だけでは、経営現象の実
態を正確に理解することはできないと考え
ている。 
 例えば、井上[2001]は、企業経営に関する
既存研究の多くでは「全てをスピードアップ
させればよいと考えられている」と述べ、単
線的かつ単純なスピードアップ経営重視の
風潮に対して注意喚起を促している。そのう
えで、アパレル企業（株式会社ワールド）の
製品開発システムのケースから、スピードア
ップ（短い時間サイクル）とアンチスピード
アップ（長い時間サイクル）の要素の相互作
用が同社の製品開発力の要であると分析す
る。富野[2012]は、日本の自動車メーカーと
電機メーカーのケース分析から、ものづくり
のサプライチェーンにおける長短の時間サ
イクルの問題を扱い、生産システムの短サイ
クルの側面のみに目を向けることに対して
疑問を投げかけている。 
 本研究もこれらの研究を引き継ぎ、日本の
製造企業を対象に、生産と開発の両側面にお
ける「長い時間サイクル活用」の存在とその
有効性について考察する。結論を一言で表す
とすれば、「急がば回れ」の論理である。 
 
３．研究の方法 
 

 研究方法は国内外のフィールドリサーチ
（訪問見学および聞き取り調査）を中心に据
え、適宜文献資料によって補った。本研究で
主に分析対象とする領域は企業内部の開発
および生産活動であるため、当該企業からの
一次データ収集が最も効果的であり、同時に
研究資料としての学術的・社会的価値も高く
なると考えるからである。そうして収集した
データをもとに、研究期間全般を通じて、も
のづくりと時間サイクルとの関係に関する
実態把握を行なった。 
 
４．研究成果 
（１）時間の概念と企業の競争力との関係に
ついて言及している既存研究の理論的な整
理を行った。 

①タイムベース競争研究 
 近年（90年代以降）の研究の中で、時間（ス
ピード）と競争優位との関係に注目した代表
的なものが、ボストン・コンサルティング・
グループによる Stalk/Hout[1990]である。こ
の研究の発端には、1970年代から 80年代の
日本製造業（主として自動車メーカーと電機
メーカー）の国際的躍進が背景にある。製品
開発と工場生産の両面において高い生産性
と多品種生産を両立させ、市場変化に即応で
きるフレキシビリティ獲得が企業の競争優
位に繋がると主張し、そうした市場競争をタ
イムベース競争と名付けている。 
 
②リーン生産研究 
 タイムベース競争研究とほぼ同時期に発
表されたのが、マサチューセッツ工科大学の
研 究 グ ル ー プ に よ る
Womack/Jones/Roos[1990]である。そこでは、
主にトヨタ自動車の販売・生産・購買・開発
システムが、ものづくりのトータルシステム
（リーン生産システム）として捉えられ、そ
れが競争力を発揮するプロセスが描き出さ
れている。このリーン生産研究の主張も、タ
イムベース競争と根本的な主張は同じであ
ると言えよう。トヨタ的な生産システムを特
徴付ける「かんばん方式」や「緊密なサプラ
イヤーとの関係」「TQC」「カイゼン」といっ
た生産慣行が一体となり、それが欧米の自動
車メーカーにはない高い生産性と市場への
即応力を生み出しているというものである。 
 
③製品開発力研究 
 リーン生産研究が、どちらかと言うと組立
工場および部品サプライヤーの活動に焦点
を当てたものであったのに対し、より上流の
製品開発プロセスに的を絞り行われた本格
的な研究が、Clark/Fujimoto[1991]である。
80 年代後半に行われた日米欧自動車メーカ
ー20社、約 30の製品開発プロジェクトの詳
細な実態調査をもとに、一部日本の自動車メ
ーカーの開発システムが、欧米の自動車メー
カーに比べて開発生産性とスピード（開発リ
ードタイム）、商品力で凌駕しているという



事実を報告した。重量級プロダクトマネージ
ャー、コンカレントエンジニアリング（同時
並行開発）、サプライヤー、製造能力等の有
効活用が、スピードのある製品開発の鍵とな
るという主張である。 
 
④アジル経営研究 
 リーン生産研究の影響を受けながら提唱
された概念が、アジル（俊敏な）経営である
（Goldman/Nagel/Preiss[1995]）。フォー
ド・システムに代表される伝統的な大量生産
システムに代替するものとして今後は、俊敏
性を備えた組織こそが競争力を持つのだと
いうのが彼らの主張の根幹をなしている。そ
のためには、外部組織を積極的に活用するべ
きだとも述べる（井上[2001]）。 
 
⑤クロックスピード研究 
 企業活動のスピードアップの重要性を強
調しながらも、産業内の時間サイクルを、製
品、プロセス、組織の 3 つの次元に分類し、
それぞれが持つ時間サイクルが異なると主
張したのが、Fine[1998]によるクロックスピ
ード研究である。 
 
⑥事業システム論研究 
 企業が顧客に価値を届けるための事業の
仕組みのことを、加護野[1999]は事業システ
ムと呼び、現代の産業社会における競争の焦
点は、商品から事業システムへと移行してい
ると主張する。事業システムとは、言い換え
れば組織間連携の仕組みである。この事業シ
ステムが有効性と効率性を高めるうえで鍵
となる概念の 1つが、市場変化への迅速な適
応によって競争優位が生み出されるスピー
ドの経済であると述べる。 
 
 以上、経営とスピードについて言及した代
表的な研究について整理を行ったが、どの研
究にも言えることは、事業のスピードアップ
を図ることが競争優位をもたらすという共
通した認識である。それと同時に Fine[1998]
を除き、全ての研究で、時間軸は 1つである
という暗黙の前提が置かれている。 
 そこで本研究では、いくつかのケース分析
をもとに、これらの前提に対して再検討を行
ない、以下のような成果を得ることができた。 
 
（２）トヨタ自動車の国際競争力 
 日本を代表する自動車メーカーであるト
ヨタ自動車のグローバル競争力の源泉が、長
く安定した生産サイクルをベースにしたプ
ロダクトアウト的なものづくりにあるとい
うことを確認した（富野／新宅／小林[2017]）。 
 本研究の足がかりとなった富野[2012]では、
主にトヨタの国内生産に焦点を当て、同社が
長い時間サイクルを有効活用しているとい
う仮説を導き出した。そこで、本研究では、
視点をグローバル生産と販売の側面に拡大
し、そのことを実証した。 

 トヨタがグローバルな生産と販売を行う
上で、「月度生産計画」と呼ばれる月ベース
での生産計画が非常に重要な位置づけにあ
ることが分かった。生販が一体となって作り
上げる精度の高い、換言すれば安定した月度
生産計画の存在があるからこそ、市場変動に
即応できる競争力の高いフレキシブルな仕
組みが成り立っていた。 
 既存研究では、トヨタ生産システムについ
て、古典的なフォード・システムに代表され
る計画大量生産との対比という形で語られ
ることが多いが、そうした見方は一面的であ
り、トヨタが決して「計画」を軽視している
わけではない。むしろ、周到に準備された比
較的長いサイクルでの生産計画があってこ
そ、短期的なジャスト・イン・タイム生産が
実現できているという図式が正しいという
ことが分かった。 
 このことは、トヨタの生産システム＝ジャ
スト・イン・タイム生産という既存研究にお
いて描かれてきた単純な図式からだけでは、
トヨタの競争力を正確にうかがい知ること
はできないということを示唆している。 
 
（３）日本のデジタルカメラメーカーの競争
力 
一般的に製品ライフサイクルが短いとい
われている昨今のデジタル家電製品の分野
においても、企業が長い時間サイクルを有効
に活用し競争力へと結びつけていることが
明らかになった。本研究で取り上げたのは、
デジタルカメラである。 
 デジタルカメラは、毎年のように新製品が
市場投入され、短い製品ライフサイクルの代
表格であるかのようなイメージがある。しか
し、それは主としてレンズ一体型デジタルカ
メラ（いわゆるコンパクトデジタルカメラ）
に当てはまる現象である。近年、メーカー各
社が競って新製品を投入しているレンズ交
換式デジタルカメラ（いわゆる一眼レフカメ
ラやミラーレスカメラ）は、実はそれほど製
品ライフサイクルは短くない。加えて、レン
ズ交換式デジタルカメラに取り付ける交換
レンズも、そのライフサイクルは比較的長い。 
 実際に旧製品と後継製品の発売年月の差
を分析してみると、それぞれ平均値でレンズ
一体型デジタルカメラは平均 0.95年、レンズ
交換型デジタルカメラは平均 1.92年、交換レ
ンズで平均 6.91年となっており、製品カテゴ
リーによって製品ライフサイクルが大きく
異なっていた。 
 さらに、レンズ一体型デジタルカメラにお
いても、同じ画像エンジンを 2.39年もの間、
発売するほぼ全ての新製品に搭載し続けて
いたり、同じレンズユニットを複数の機種で
転用したりすることで平均 2.33 年間搭載し
続けていることが分かった。 
 同時に明らかになったことは、交換レンズ
に関しては、カメラ本体と比べて、値崩れ
（値下がり）のスピードが極端に低いとい



う点である。つまりカメラメーカーは、ラ
イフサイクルの長い交換レンズを安定した
利益獲得基盤にしている。 
 こうしてメーカーは、①レンズ交換式デジ
タルカメラと交換レンズ、②レンズ一体型デ
ジタルカメラと画像エンジン及びレンズユ
ニット、それぞれにおいて長い時間サイクル
と短い時間サイクルを組み合わせたビジネ
スを営み、それを競争力へと結びつけている
ことが明らかになった。 
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発明者： 
権利者： 
種類： 
番号： 
取得年月日： 
国内外の別：  
 
〔その他〕 
ホームページ等 
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